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事業概要（市区町村等の日本語教育の取組への支援） 

※赤字は注意点、青字は記載例です。 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 ○○市 

 

２ 事業の概要 

１．事業の名称 ○○市地域日本語教育推進事業 

２．目的等 

（目的） 

市内において、日本語学習の希望する外国人が居住地や環境を問わず、一定の質が担保された日本語学習

の場にアクセスできるような日本語学習環境を整備する。そのために、日本語教育人材の養成や既存の日本

語教育人材のスキルアップ、日本語教室がない地域での教室開設等に取り組み、市内市町村及び関係機関

（大学、日本語教育機関、NPO 法人等）と連携しつつ、日本語教育の実施体制の構築を図る。〇年目である

今年度は、「生活者としての外国人」のための地域日本語教育の試行、日本語学習支援者の研修を行い、来

年度以降の本格運用に向けた準備を行う。 

（実施方法等） 

 市内国際交流協会に委託を行う。 

３．事業の期間 令和５年 月 日～令和６年 月 日（ カ月間） 

４．事業の詳細  

取組１ 

※「日本語教育の参照枠」に基づく「生活 Can do」を用いた「生活」に関する日本語教育
プログラムの提供を目的とした取組を含む場合は、当該取組を別途１－４に記載するこ
と。 

【種別及び事業名称】○○市初期日本語教育事業 

【目標】成人である外国人（Ａ１相当）を対象に生活を送るために必要な日本語能力の習得を段

階に目指し、日本語指導を実施する。本取組では、「話す（やりとり）」「聞く」を中心に、Ａ２レ

ベルを目指す。 

【実施回数】30 回（１回２時間） 

【受講者見込数】20 人（20 人×１か所） 

【実施場所】○○市公民館 

【受講者募集方法】開催対象となる学区の広報誌や、○○市公式ホームページで募集する。 

【内容】外国人に関心の高いテーマを設定した日本語教室を実施する。指導は日本語教師が行

う。（具体例）「防災のための日本語教室」：消防署等と連携し、防災に役立つ日本語を学ぶ。 

【講師】●●人（うち、日本語教師 ●●人） 

「日本語教育の参照枠」や、生活 Can do 等の活用の有無：有 

取組２ 

【種別及び事業名称】○○市子供向け日本語教育事業 

【目標】外国人の子供が、今後の生活に早期に適応できるように、初期の日本語指導を実

施する。 

【実施回数】12 回（１回１時間） 

【受講者見込数】20 人（10 人×２か所） 

【実施場所】●●保育園、●●集会所 
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【受講者募集方法】開催対象となる学区の広報誌や、●●市公式ホームページで募集する。 

【内容】主に①生活（集団行動含む）、②文字・ことば、③数字について、段階的に指導す

る。指導は日本語教師が行う 

【講師】 ●●人（うち、日本語教師 ●●人） 

「日本語教育の参照枠」や、生活 Can do 等の活用の有無：無 

その他の取組 

・「○○市日本語学習支援者研修」の実施 

文化審議会国語分科会が平成３１年３月に取りまとめた「日本語教育人材の養成・研修の在り方について

（報告）改定版」を参考に、全○回で、「日本語教育支援者」の育成を行う。 

 【開催時期】 ○年○月上旬 00：00～00：00（○時間） 

        ○年○月下旬 00：00～00：00（○時間） 

 【会場】○○ホール 

 【対象】多文化共生・日本語教育に興味・関心を持っている者 

 【参加者】合計 ○名 

 【講師】○○ ○○氏 

 【内容】 

 ・学習者の背景に対する理解 

 ・多文化共生 

 ・コミュニケーションストラテジー 

 ・異文化理解  等 

５．取組予定 

令和５年４月 補助金交付決定 

５月  

６月  

７月  

８月 事業開始、○○市初期日本語教育事業開始 

９月 ○○市子供向け日本語教育事業開始 

１０月 ○○市日本語学習支援者研修 

１１月 ○○市子供向け日本語教育事業終了 

１２月 ○○市初期日本語教育事業終了 

令和６年１月 事業終了 

２月  

３月 上旬 実績報告書の提出 

６．事業実施によって期待される効果 

事業を実施することにより、外国人の日本語能力の向上だけでなく、それに関わる日本語教育支援者である

市民についても、外国人とのつながりが生まれる。このことによって、より多文化共生への理解が深まるこ

とが期待される。 
 


